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研究成果の概要（和文）：震災で何もなくなったといって何も動かない人もいるが、逆に何もなくなったから、覚悟を
決めて、自分から動いていくこともある。要するに、資源がないこと自体も実は客観的な要素によって決まっているわ
けではなくて、資源がないことが認知的資源によって人々を前に動かしていくこともある。
起業が復興を促進するが、それを推進する地域の条件も大変重要である。震災等の後に移動起業家による起業活動が活
発化すると同時に、震災前から存在した起業家活動を支援組織が、震災を機に人口構成が変化したのに対応するよう、
地域に流入者を定着させる仕組みを整えることなどによって、市民の意識が変化し被災者の中から起業家になるものが
出てくる。

研究成果の概要（英文）：There are many disaster victims who don’t want to do anything with the excuse 
that they lost everything in the disasters. Meanwhile, there are also many positively trying to solve not 
only their own problems but also others’. This means that resource scarcity is not decided by objective 
factors but subjective ones, especially cognitive resources.
Entrepreneurship promotes the reconstruction, but local conditions are also important. After the 
disasters, while entrepreneurial activities by mobile entrepreneurs become more intense, supporting 
organizations also arrange the mechanism to help the migrants into the regions to settle down in order to 
correspond to change in population composition due to the disasters. This leads to change in 
consciousness of victims, who then want to become entrepreneurs.

研究分野： 経営学
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１．研究開始当初の背景 
現在、日本では地域間の格差が拡大しつ

つあり、また、東日本大震災復興にかかわ
る様々な課題の解決にも迫られている。エ
ネルギーのインフラが脆弱になったり、人
の遺産が全て破壊尽くされたりした中で新
しく社会や地域を作り直さないといけない
という特殊な状況からみると、構造的に発
展途上国や新興国における貧困問題と共通
している面が多くみられる。 
しかし、それらは全てネガティブな事だ

けかというと、むしろそうした特殊な状況
に置かれている事実が、そこからイノベー
ションを起こしていくという可能性を秘め
ている。 
近年、社会問題を解決する、または社会

変化を引き起こす現象として、世界的に研
究者・実務家・政策立案家などからの注目
を集めているソーシャル・アントレプレナ
ーシップのこれまでの研究は、どのように
社会的課題や貧困を解決するのかというこ
とよりも、未だその表面的な現象を解明し
ようとすることにとどまっている。また、
人間の日常生活における課題解決を研究す
るという人間の問題解決の理論(Theory of 
Human Problem Solving )は、社会的課題よ
りもむしろ個人的課題の解決に力点を置き、
社会的課題を解決していく、具体的なプロ
セスについては、まだ十分に解明されてい
ない (Nguyen, 2012)。 
他方、多くの社会的課題の解決、例えば、

東日本大震災復興などでは、被災した人た
ちに、どういった支援をするか、援助をす
るかという議論にとどまり、主役が支援す
る人になっているケースも多くみられる。
こうしたアプローチには明らかに限界があ
り、実際に被災した人、貧しい人がどうや
って自分自身を自覚して、立ち上がって、
自分が置かれた状況の中から問題を見つけ
出し解決していくのか、という議論がない
と根本的にその社会的課題を解決すること
ができないと考えられる。 
例えば、失業保険や補助金を受けること

は、確かにセーフティネットになっている
が、補助金を貰えば貰うほど人々の仕事へ
の意欲は低下してしまい、自分たちで仕事
を創ろうという方向に向かっていかないの
が、今の被災地における深刻な問題の一つ
となっている。 
 
２．研究の目的 
震災復興に関しては、これまで自然科学

系（地震研究など）のアプローチやハード・
インフラ主導型の取り組みに関する研究が
たくさん行われたが、本研究は被災者ある
いは社会的課題の当事者の能動的な行動や
行為にスポットライトを当て、被災者が自
身を自覚して、自分が置かれた状況の中か
ら問題を見つけ出し、ソーシャルイノベー
ションの創生を通じて、解決していくメカ

ニズムを解明することを目的とする。また、
東日本大震災からの復興だけではなく、発
展途上国における貧困者のソーシャルイノ
ベーションなどと比較し、被災地の復興に
関して、当事者主導型のソーシャルイノベ
ーションに注目した本研究の研究成果を提
案し、より効果的な復興支援を加速するこ
とを目指す。 
 
３．研究の方法 
平成 25 年度においては、先行研究のサー

ベイを行い、定性的研究と理論構築の方法
論を研究したうえで、震災復興下における
当事者主導型のソーシャルイノベーション
創生のケースを、より詳細に調査し、分析
していくことにより、理論をさらに発展さ
せた。 
平成 26 年度では、東日本大震災の被災者

のケースを世界の災害時における、当事者
主導型のソーシャルイノベーション創生や
貧困者のイノベーション創生による自らの
課題解決のメカニズムと比較し、理論を検
証・修正することを通じて、理論上の一般
化を実施した。 
平成 27 年度は、研究成果の公表、社会還

元と実践上の取り組みに対する助言をした。
得られた研究成果は日本国内外の学会にて
公表し、日本国内外の学術誌に論文を投稿
し、研究の独創性と貢献を世界に発信した。 

 
４．研究成果 
震災復興下での当事者主導型ソーシャ

ルイノベーションに関しては、震災で何も
なくなったといって何も動かない人もいる
が、逆に何もなくなったから、覚悟を決め
て、自分から動いていくこともある。要す
るに、資源がないこと自体も実は客観的な
要素によって決まっているわけではなくて
、資源がないことが認知的資源によって人
々を前に動かしていくこともある。復興の
活動に取り組んでいく中、被災者がその課
題を自らの生活の正常な一部として捉え、
その問題がいつ起こるのかを理解し、自分
自身に課題解決の能力があると信じ、厄介
な状況に自動的に対応する（または、何も
しない）という傾向を抑えることが問題解
決者の特徴である。 
起業が復興を促進することと、それを推

進する地域の条件について、米国ニューオ
ーリンズがハリケーンカトリーナから復興
した事例調査より明らかにした。震災等の
後に起業活動が活発化したが、その主役は
当初は移動起業家であった。しかし彼らの
活動が活発すると同時に、震災前から存在
した起業家活動の支援組織が、震災を機に
人口構成が変化したのに対応するよう、地
域に流入者を定着させる仕組みを整えたこ
となどによって、市民意識の意識が変化し
被災者である市民の中から起業家になるも
のが出てきたこと（起業の民主化）が起こ



っていた。 
本研究の成果として、震災復興下におけ

る当事者主導型ソーシャルイノベーション
に関する教育プログラムを開発し、大学や
教育機関において、学部生や大学院生に体
系的な教育を行い、震災復興に貢献する人
材を養成するとともに、この分野における
将来の研究者の養成を目指すことができた。 
さらに、東北大学と連携している海外の

大学と一緒に海外においてもその教育プロ
グラムを普及する基礎が築けた。 
そして、実務家、市民、政府・自治体関

係者を対象としたセミナーを開催すること
で、本研究の研究成果を発信していくとと
もに、震災復興に取り組んでいく関係者が
協力し合うフォーラムやネットワークを創
造し、東日本大震災からの復興だけではな
く、世界中の被災地における震災復興に関
して、本研究が提唱する当事者主導型のソ
ーシャルイノベーションの理論に基づいた
実践の取り組みに貢献する礎となった。 
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